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アンケートは 2018年 7月の初旬に群馬県内の 68校に発
送し，3週間ほど回答期間を設け返送をお願いし，最終
的に 53校の 174名の方から回答いただくことができた。
（ 6）集計は明治大学の学生に協力していただいた。
（ 7）ここで言う「罰則」とは，教師の政治活動への関与に
関しての懲戒を指していると考えられる
（ 8）群馬県外では，「議会と協力して主権者教育を行った」
とした。
（ 9）『指導資料』19頁。
（10）設問中の通知は，「27文科初第 933号」（2015年 10月
29日）のこと。
（11）設問 9,設問 10の回答については，同一の勤務先に複
数の回答者が在籍しているので，同一生徒の政治活動に
ついて複数回カウントされている可能性がある。
（12）山口県立柳井高校の例がある。2015年 6月 25日付の
朝日新聞は以下のように報じた。「当時，国会審議中だっ
た安全保障関連法案をめぐる授業があった。現代社会の
学習指導要領に沿い，「平和主義と我が国の安全」という
内容で行われた。生徒たちは朝日新聞と日本経済新聞の
記事を読み比べ，論点などを整理した上で，グループご
とに議論。その結果を発表し合い，最も説得力があると
感じたグループに投票した。結果は法案に賛成が 2グルー
プ，反対が 6グループで，反対を掲げたグループが最多
票を獲得した。生徒たちは「今まで以上にニュースや新
聞を見ようと思う」「来年選挙があれば投票する」などと
感想を述べた。しかし，自民党の県議が授業を問題視。
翌月の県議会で，「特定の記事を教材に投票までしたのは
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政治的中立性に欠ける」と指摘した。これに，浅原司教
育長が「配慮不足だった」と答弁。「主権者教育について
は県教委が責任を持って新たな指針を示す」とした。」
（13）『指導資料』90～91頁。
（14）藤井剛『主権者教育のすすめ』（清水書院，2016年），
60頁。
（15）新通知及び 44年通達については，小玉重夫「高校生向
け副教材『私たちが拓く日本の未来』を読む　新しい政
治教育の可能性と課題」，Voters, No.29（2015年），12～
13頁も参照。
（16）佐貫浩『18歳選挙権時代の主権者教育を創る』（新日
本出版社，2016年），13頁。
（17）同上 23頁
（18）新藤宗幸『「主権者教育」を問う』（岩波ブックレット，
2013年），30頁。
（19）同上。
（20）林大介『「18歳選挙権」で社会はどう変わるか』（集英
社新書，2016年）85頁。
（21）同上 88頁
（22）藤井・前掲 48-49頁。
（23）同上 50頁
（24）「指導資料」85頁
（25）林・前掲 108-109頁。
（26）山根栄次「授業における政治的中立性のための教育的
配慮」Voters,No.26（2015），8～9頁。
（27）模擬選挙における政治的中立性については，杉浦正和
「模擬選挙における政治的中立性」，Voters, No.26（2015
年），10～11頁も参照。
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